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２０２1年　10　月　2　日　　担当　小松

原油先物3年ぶり高値付近、ＯＰＥＣプラス会合を注視

［１日　ロイター］ - 米国時間の原油先物は上昇。清算値は週初に付けた３年ぶり高値近辺となっ

た。

北海ブレント原油先物の清算値は０．９７ドル（１．２％）高の１バレル＝７９．２８ドル。週間

では４週連続で上昇した。

米ＷＴＩ原油先物は０．８５ドル高の７５．８８ドル。週間では６週連続の上昇となった。

ブレント先物は年初来５０％超上昇し、２８日には３年ぶり高値となる８０．７５ドルを付けてい

る。

４日に開催される石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）加盟国とロシアなどの非加盟国で構成する「ＯＰＥ

Ｃプラス」の閣僚級会合では、協調減産の段階的な縮小を維持するとみられている。複数の関係者

によると、増産幅拡大も視野に入れた話し合いを続けているという。

ＯＡＮＤＡのシニアマーケットアナリスト、エドワード・モヤ氏は「ＯＰＥＣプラスが計画通り、

１１月にも日量４０万バレルの増産を行うだけであれば、原油は近いうちに９０ドルまで上昇する

だろう」と指摘。日量６０万バレルに満たない増産は原油高をもたらすとの見方を示した。
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２０２1年　10　月　2　日　　担当　小松

産油国、増産ペース維持か

原油相場は上値を試す展開になりそうだ。4日に石油輸出国機構（OPEC）加盟国とロシアなどで構成する

「OPECプラス」が閣僚級会合を開く。市場関係者の間では、毎月日量40万バレルの増産ペースを据え置く

との見方が支配的だ。

天然ガス高騰に伴う代替的な需要の増加や米国のハリケーン被害により需給の逼迫感は強い。増産が決まら

なければ相場の上昇圧力が一段と強まり、米国の原油先物の期近物が7月上旬の年初来高値（76.98ドル）を

超える可能性もある。米金利の上昇加速と株安につながりかねず、産油国の生産方針が重要な局面だ。

欧州の天然ガス価格も高値が続きそうだ。金融情報会社リフィニティブが算出する指標価格は前週だけで3

割近く急伸した。ノルウェーのエネルギー大手エクイノールは1日からガス輸出を年20億立方メートル増や

せるようになったが、欧州の在庫不足解消には足りず、供給不安は当面続きそうだ。



引用記事 日経新聞 化学工業日報

２０２1年　10　月　3　日　　担当　小松

危うしリサイクル先進国、日本は欧州に大きく見劣り   その①

ごみ問題への対応力がグローバルな製品競争力を左右する条件になり始めた。起点は「循環経済（サーキュラーエコノミー）」とい

う考え方だ。このほど欧州が打ち出したスマートフォン充電器の規格統一という突然の方針発表には、見逃してはいけない新たな関

門の存在がうかがえる。日本企業はクリーンな製品競争に勝ち残れるのか。
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危うしリサイクル先進国、日本は欧州に大きく見劣り   その②

欧州委員会は9月、域内で販売するスマホなどの充電端子を「USBタイプC」に統一するとした法案を公表した。アップルの

「iPhone」は独自規格を採用しており、デジタル機器の覇権争いで先手を打ったと受け止められた。だが同委がツイッターで書き込

んだのは「引き出しに充電器がたくさん入っていませんか」。規格統一の大きな狙いの一つは「ごみの削減」と主張した。

欧州は急速に普及したスマホやタブレット端末に使う充電器の規格が3つ以上乱立し、年間約1万1千トンが「E-WASTE」（電子ご

み）になっているとにらむ。規格統一で1つの充電器を使い回せるようになればごみは減る。2億5000万ユーロ（約320億円）の消費

者支出の抑制にもつながるとみている。

循環経済で主導権を握り、製品のあり方や消費者の行動を変えていく様子は気候変動対策と構図は同じだ。欧州はディーゼル車やガ

ソリン車の2035年以降の新車販売禁止や、石炭火力発電停止などに踏み込んだ。循環経済でも先行し、欧州企業が活躍できる市場を

創造しようとしている。ごみ削減やリサイクルは「環境対策」であり「経済対策」といえる。

欧州の強気の背景には域内のリサイクル率の高さがある。廃プラスチックのリサイクル率でスペインは42%、ドイツは38%、EU平均

は32%だ。いわゆる「ごみ」のリサイクル率でもドイツは67%。オランダなども高い。国立環境研究所の河井紘輔主任研究員は「欧

州は1999年制定の埋め立てを段階的に減らす指令が契機になった」と分析する。こうして早くからリサイクルにかじを切った。

日本は埋め立て地が少ない点では欧州と同じだが、最終処分量を減らすために選んだのが焼却処理だった。日本は焼却の技術に優れ

る。廃プラ処理では熱エネルギーを活用して「リサイクル率」は8割と説明してきた。だが燃やせば温暖化ガスが出る。欧州などで

は「エネルギー利用」などとされ、リサイクルの定義に当てはまらない。国際基準では、日本のリサイクル率は25%にまで落ちる。

ごみでも20%程度にとどまる。

欧州の一部の国では、リサイクルが資源枯渇や自然災害に備える安全保障の問題だとの認識が浸透している。プラスチックは衛生的

との考えから1950年代に本格的な利用が始まり、2015年の排出量は3億トンにもなる。廃プラが野生生物の胃袋から見つかるなど環

境汚染の深刻さが認識される一方で、生活に欠かせない素材となった。

英国の財団によれば、世界中がプラスチックを使い続けると石油消費量に占めるプラスチック利用のシェアが14年の6%から50年に

は2割になり、石油への依存度が高まる。焼却処分すれば、温暖化ガスの累積排出量（上限）に占める割合も14年の1%が50年に15%

に達する。

欧州委員会は「欧州グリーンディール」の一環で、主要なプラスチック製品に再生材料の使用拡大を求める方針だ。欧州の産業団体

プラスチックス・ヨーロッパも歓迎する。欧州内では電気自動車（EV）用電池に再生素材の使用を義務づけるべきだとの意見もあ

る。

15年に温暖化対策の国際枠組み「パリ協定」が採択され、温暖化ガスの排出に厳しい目が向けられると焼却処分も問題化した。廃プ

ラについて小泉進次郎環境相は6月の記者会見で「焼却を海外ではリサイクルとは言わない」と語った。廃プラを資源として輸入し

ていた中国や東南アジアが17年ごろから環境問題を理由に輸入の規制を始め、追い打ちをかける。「日本は処理のあり方を根本から

見直す必要がある」（河井主任研究員）
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危うしリサイクル先進国、日本は欧州に大きく見劣り   その③

欧州で新たなルールが施行されれば、日本企業にも影響が出る。手をこまぬいてはいられない。経団連などは3月、循環経済パート

ナーシップを立ち上げた。ソニーグループがヘッドホンの包装材をプラスチックから紙に置き換えた例や、岩谷産業とリコーが植物

原料の食品トレーを開発する取り組みなどを共に学ぶ。国際シンクタンクによれば、30年には循環経済の規模は540兆円にまで膨ら

む。日本が出遅れを挽回できるかは官民それぞれの意識改革にかかっている。

＜Review 記者から＞国・企業、ルール作り参画を

これまで日本や米国、欧州などの限られた先進国のみが経済繁栄を享受してきた。21世紀に入って中国など新興国の急成長によりそ

の均衡は破られた。

同時に大量の廃棄物や温暖化ガスも地球にあふれるようになった。気候変動対策とともに、廃プラスチック問題などを克服する循環

経済は人や社会が持続的に生活するうえで不可欠な存在となってきた。レジ袋など身の回りの多くの製品が循環経済に関わる。

世界が動き出すなかで目立つのは日本の出遅れだ。優れた省エネ技術などをもつ日本は、リサイクルでも先進国を自負してきた。

しかし廃棄物の焼却処分によるエネルギー回収をリサイクルに含める独自の手法でリサイクル率を計算し、いつの間にか欧州に先行

された。

独自のルールで「ガラパゴス化」した構図は脱炭素などさまざまな分野でも見受けられる。

デジタル化やグリーン化が進んだ社会では、循環経済の重要性はさらに増す。希少なレアアースなどを多く使う電気自動車（EV）な

どは再利用抜きにして生産を続けることはできない。こうした分野でも日本企業の存在感は薄い。

特に欧州は矢継ぎ早に新指針を発表している。単に環境に優しいことをアピールするだけではなく、新たな市場で主導権を握ろうと

の思惑も透けてみえる。日本もまずは国・企業が率先してルール作りに参画することが大事だ。



引用記事 日経新聞 日本総合研究所 ロイター 化学工業日報

２０２1年　9　月　30　日　　担当　小松
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２０２1年　10　月　4　日　　担当　小松

国交省・村山一弥道路局長が会見／予防保全とＤＸで持続可能な道路網構築
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　　担当 坂田　 

　

2021年10月4日

英、ガス料金に課税強化　脱炭素へ検討　価格高騰で難航も

英政府が温暖化ガスの削減に向けた施策として、ガス料金に上乗せする環境課税の強化を検討している

ことが明らかになった。代わりに電気料金への賦課金の水準を下げ、再生可能エネルギーでつくられる電

力への消費者の移行を促すねらいだ。天然ガス価格の高騰をきっかけにエネルギー全般が値上がりに直面

するなか、物議を醸す可能性がある。

英紙フィナンシャル・タイムズによると「グリーンサーチャージ」と呼ばれる、エネルギー小売料金に上

乗せする環境関連の賦課金の配分を見直す。英国の家計は年間平均159ポンド（約2万4000円）を負担して

おり、10年程度かけて段階的に電力からガスに負担の比重を移していくという。近く発表される見通しだ。

検討の背景には、2050年までに温暖化ガス排出量を実質ゼロにする法定目標の実現には、化石燃料であ

るガスの消費抑制が重要だとの判断がある。英国では二酸化炭素（CO2）排出量の約2割を住宅や事業所

などの建物が占め、天然ガスが主流の暖房が主な排出源になっている。電源構成に占める風力や太陽光と

いった再生エネの比率の上昇が続くなか、料金面から電化を促すねらいだ。

だが足元ではエネルギー価格が高騰し、賦課金の比重変更が思惑通りの成果をもたらすか不透明感が出て

いる。

英国ではエネルギーの小売価格に上限規制があり、規制当局が市場動向に応じて半年ごとに改定している。

電力・ガスの基準料金は10月1日から標準世帯の年間ベースで平均139ポンド（約12%）引き上げられた。

22年4月にはさらなる引き上げが確実視されている。発電に使われる天然ガスの高騰は卸電力価格にも波

及しており、電力の相対的な値ごろ感を演出するハードルは上がっている。

天然ガスや卸電力価格の高騰を受け、英国ではスポット（随時契約）市場からの仕入れ負担増に耐えられ

なくなったエネルギー小売企業の経営破綻が相次いでいる。8月以降に10社が事業を停止し、低炭素エネ

ルギーの効率的な供給を掲げてきたスタートアップが多く含まれる。再生エネ頼みのリスクも指摘され、

温暖化ガスの削減と安定供給をどう両立させるかという課題に直面している。

日経新聞 ロイター通信 化学工業日報 燃料油脂新聞 環境ビジネス
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2021年10月4日

製造業「調達遅れ」7割弱　社長100人アンケート

変異型流行、供給網に影響　在庫の積み増し急ぐ

世界中に張り巡らされたサプライチェーン（供給網）に異変が起きている。「社長100人アンケート」

で製造業の7割弱が部品・部材の調達に遅れが生じていると答えた。感染力の高い新型コロナの変異ウイ

ルスの流行による取引先の減産などが響く。企業は在庫の積み増しなどの対応を急ぐが、解消時期を見通

せず、長期化しそうだ。

製造業の8割が国内または海外の工場で「生産活動や部品調達に影響が出ている」と答えた。

影響が出ている企業にその内容を聞いたところ（複数回答）、「部品・部材の調達遅れや不能」が81.4%

と最も多く、影響の出ていない企業を含む製造業全体では67.9%にあたる。次に「調達価格の上昇」

（80.0%）、「自社製品の減産・生産不順」（64.3%）が続く。

供給網が機能不全に陥っている原因については（複数回答）、影響の出ている企業の70.0%が「新型コロ

ナウイルス感染拡大による取引先の減産」「航空便の減便やコンテナ不足」と答えた。「半導体不足」も

67.1%を占める。ファーストリテイリング傘下の「ユニクロ」は取引先の縫製工場が多いベトナムの新型

コロナ感染拡大が響き、一部の新商品の発売を約1カ月遅らせた。

対応策は「在庫の積み増し」が60.0%とトップ。「取引先に部品確保を要請」（54.3%）や「特定国への集

中を見直し分散化」（42.9%）という声も目立った。自動車メーカーの間で部品在庫をなるべく持たない

効率重視の調達戦略を見直す動きが広がる。

日経新聞 ロイター通信 化学工業日報 燃料油脂新聞 環境ビジネス
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2021年10月4日

タイで活躍する注目企業

。

日経新聞 ロイター通信 化学工業日報 燃料油脂新聞 環境ビジネス


